
香川県土木設計業務等成績評定要領

（目的）

第１条 この要領は、土木部（住宅課を除く）が所掌する委託業務の成績評定（以下「評定」とい

う。）に必要な事項を定め、厳正かつ的確な評定の実施を図り、もって建設コンサルタント等並

びに技術者の適正な選定及び指導育成等に資することを目的とする。

（用語の意義）

第２条 この要領において、次に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによる。

 一 契約担当者 香川県会計規則（昭和 39年香川県規則第 19号）第２条第４号に規定する契
約担当者をいう。

 二 業務執行者 検査の対象となる委託業務に職員を調査職員として配置している課又は出先

機関の長をいう。

（評定の対象）

第３条 評定は、当初の業務委託料が 500万円を超える土木関係コンサルタント業務について行
うものとする。

２ 施工管理業務については、前項の規定にかかわらず評定の対象としない。

３ 契約担当者が評定の対象としないことを認めた委託業務については、第１項の規定にかかわ

らず評定を省略することができる。

（評定者）

第４条 委託業務の評定者（以下「評定者」という。）は、当該委託業務契約に係る調査職員（主

任調査職員及び調査職員という。）並びに業務担当総括及び、当該委託業務の完了検査を実施し

た検査職員が、評価項目を分担して行うものとする。

（評定の方法）

第５条 評定は、委託業務ごと、評定者ごとに独立して的確かつ公正に行うものとする。

２ 評定点は、別に定める「採点表の考査基準」により総合評定点を算出し、別記様式１の「委

託業務成績評定表」（以下「評定表」という。）に記録するものとする。

（評定の時期）

第６条 評定者である業務担当総括、主任調査職員及び調査職員は、委託業務が完了した時にそ

れぞれ評定を行い、完了検査受験前にその結果を検査職員に提出するものとする。

２ 検査職員は、完了検査を実施したときに評定を担当する項目の評定を行い、業務担当総括及

び調査職員の結果と合わせて全項目の評定結果を取りまとめるものとする。

（評定結果の報告）

第７条 検査職員は、契約担当者及び業務執行者に、評定結果を報告するものとする。



２ 前項の契約担当者への報告は、事務処理要領第２３条の規定による検査結果の復命にあわせ

て行うものとする。

（評定結果の通知等）

第８条 業務執行者は前条の規定による報告を受けたときは、その評定結果を当該委託業務の受

注者に、委託業務成績評定結果通知書（別記様式－２）及び評価項目別評定点表（別記様式－３）

により通知するとともに、事務庁舎内において閲覧に供するものとする。

（評定の修正）

第９条 契約担当者は、第７条の規定により報告を受けた評定結果を修正する必要があると認め

られる場合には、当該委託業務の業務執行者が設置する委託業務成績評定審査委員会に諮り、

評定結果を修正することができる。

２ 業務執行者は、前項の規定により評定結果が修正されたときは、改めてその結果を当該委託

業務の受注者に、委託業務成績評定結果変更通知書（別記様式－４）及び評価項目別評定点表

（別記様式－３）により通知するとともに、事務庁舎内において閲覧に供するものとする。

（説明の請求等）

第１０条 第８条又は前条の規定による通知を受けた受注者は、当該通知を受けた日から起算し

て１４日（休日を含む。）以内に書面により、業務執行者を経由して契約担当者に評定の結果に

ついて説明を求めることができる。

２ 契約担当者は、前項の規定により受注者から説明を求められたときは、当該委託業務の業務

執行者が設置する委託業務成績評定審査委員会の審議を経て、業務執行者を経由して書面によ

り回答するものとする。

３ 業務執行者は、第１項の書面の写し及び前項の書面の写しを事務庁舎内において閲覧に供す

るものとする。

（委託業務成績評定審査委員会の設置）

第１１条 業務執行者は、所管する委託業務の成績評定について、第９条第１項の規定による修

正に関する審議及び前条第２項の内容説明に関する審議その他必要な事項を審議するために、

委託業務成績評定審査委員会を設置するものとする。

２ 出先機関の委託業務成績評定審査委員会の構成委員は、次に掲げる者を標準とする。

 一 所長を総括的に補佐する技術職員

 二 総務担当課長

 三 当該委託業務を所管する課長

 四 当該委託業務の完了検査を行った検査職員

 五 その他業務執行者が必要と認めた者

３ 本庁該当課の委託業務成績評定審査委員会の構成委員は、次に掲げる者を標準とする。

 一 課長を総括的に補佐する技術職員

 二 契約事務担当課長補佐



 三 当該委託業務を所管する課長補佐

 四 当該委託業務の完了検査を行った検査職員

 五 その他業務執行者が必要と認めた者

附 則

１ この要領は、平成２８年４月１日から施行し、施行の日以後に手続開始の公示又は指

名通知する委託業務から適用する。

附 則

１ この要領は、平成３０年４月１日から施行する、施行の日以後に手続開始の公示又は

指名通知する委託業務から適用する。


